
策

 計画どおり   
令

名

和　５年度 不適合とな

財

った工事はなかった。

政

□ 遅延      

運

   
の評価 検査員連

営

絡会及び検査臨場につ

基

いては、延べ3人が出

本

席した。連絡会へ参加

目

し、各市町の情報交換

標

を行い検査技
□ 進展

共

なし     
術の向

に

上に寄与した。
■ 維

創

持　□ 拡大 検査員連

る

絡会及び検査臨場への

持

参加については、令和

続

5年度参加でき、検査

的

技術の向上に結び付い

に

たため今後も
事業区分

発

□ 自治事務   □

展

 法定受託   □ 

す

その他
今後の方向性 □

る

 縮小　□ 改善 再び

ま

参加をしていく。
（改

ち

善措置等）□ 休止　

要

□ 終了
計画対象 □ 

施

実施計画査定対象  

策

□ 行政改革対象 
□

の

 廃止　　　　 

※決

目

算額については、端数

的

処理により、他資料の

中

決算額と差異が生じて

長

いる場合もあります。

期的視野に基づく、適正

No. 事務事

で

業名 活動内容 コスト（

持

事業費：千円）

電子入

続

札の推進 令和　４年度

可

令和　５年度 令和　５

能

年度 令和　６年度 令和

な

　４年度 令和　５年度

財

令和　５年度 令和　６

政

年度
活動指標名 単位

実

運

績 計画 実績 計画 決算 当

営

初予算 決算 当初予算
全

を

体事業概要
①

電子入札

図

利用率 ％ 99 90 10

り

0 90
公共事業のコス

、

ト削減と質の向上を図

市

るため電子入札
システ

民

ムを活用し、事務手続

ニ

の簡素化・効率化によ

ー

る 1,931 1,41

ズ

9 1,414 1,42

に

6
負担の軽減を図ると

的

ともに、 公正かつ競

確

争性・透明
②性の高い

に

入札を目指す。
 令和

対

　７年度の優先度

③2

応

　□ Ａ　　　 □ 

す

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

る

　 □ Ｄ　

静岡県共

こ

同利用電子入札システ

と

ムを利用して入札を行

。

った工事の件数は95

施

件（落札件数82件+

策

不調不落件数13件
■

の

 計画どおり   
令

方

和　５年度 ）だが、紙

向

入札の対応が1件もな

公

かったため、100％

共

の実績となった。
□ 

事

遅延        

業

 
の評価

□ 進展なし

の

     

■ 維持　

コ

□ 拡大 静岡県共同利

ス

用電子入札システムは

ト

、現状において入札事

削

務における効率性や利

減

便性、また入札執行に

と

おける透
事業区分 □ 

質

自治事務   □ 法

の

定受託   □ その

向

他
今後の方向性 □ 縮

上

小　□ 改善 明性が十

工

分に発揮されているた

事

め、今後についても継

成

続して加入を維持する

績

。
（改善措置等）□ 

評

休止　□ 終了
計画対

定

象 □ 実施計画査定対

平

象  □ 行政改革対

均

象 
□ 廃止　　　　

点

 

については計画値を達成できており、工事に関して一定の品質を確保できている。
■ 計画どおり   

令和　５年度 当市の工事における静岡県共同利用電子入札システムの利用率は、継続して目標を超える90％以上を保っているため、事務手続の簡素化と効率化が行われており、また
□ 遅延         

の評価 公正かつ透明性の高い入札が確保されている。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 工事成績評定平均点については、一定の品質を確保できるように今後も76.5点を目標とする。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 静岡県共同利用電子入札システムの利用により、入札事務における効率性や利便性、また入札執行における透明性が十分に発揮されているため、今後も9割以上の利用

（改善措置等） □

1

 縮小　　　　 率を

頁

目標とする。
□ 改善

令

　　　　 

和 5年度　　事務事

N

業

o. 事務事業名 活動内

評

容 コスト（事業費：千

価

円）

一般諸経費 令和　

表
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（

和　５年度 令和　６年

個

度 令和　４年度 令和　

票

５年度 令和　５年度 令

）

和　６年度
活動指標名

課

単位
実績 計画 実績 計画

名

決算 当初予算 決算 当初

財

予算
全体事業概要

①
工

政

事成績評定平均点 点 7

経

6.5 76.5 76.

営

3 76.5
公共工事の

部

品質確保に必要となる

財

高度な検査技術を習
得

政

するため、講習会や研

課

修会への出席や、県都

作

市検査 191 314 2

成

48 316
員連絡会を

日

通して最新情報の収集

令

を行い、技術知識の
②

和

検査員連絡会及び検査

　

臨 人 0 3 3 3
向上を図

６

る。 場参加人数

令和　

年

７年度の優先度

③1 　

　

□ Ａ　　　 □ Ｂ

８

　　　 □ Ｃ　　　

月

 □ Ｄ　

工事成績評

　

定平均点は76.3点

１

で76.5点を下回る

日

ものであったが、各工

概

事を厳正に検査した結

施

果の評定点であり、
■


